（様式1－1）

令和　　年　　月　　日

環　境　省
環境再生・資源循環局
廃棄物適正処理推進課　宛て

（地方公共団体名等）（押印不要）
　代表者氏名

リチウムイオン電池等の製造・販売事業者等と連携した回収体制構築実証事業
事業申請書

　標記の件について、次のとおり必要書類を添えて応募します。

	連絡担当窓口
	氏名（ふりがな）
	

	
	市町村名
又は一部事務組合名
	

	
	担当部署名
	

	
	役職
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	

	市町村の人口（令和8年4月1日時点）
	


 ※複数市町村での応募の場合は代表市町村が記載し、その他の市町村名は4.実施体制に記載してください。

	使用可能なWeb会議システム

	（例）Teams、Webex、Zoom等、対応不可の場合はその旨を記載してください。



※本実証事業では、応募後のオンラインヒアリング（必要に応じて実施）や、選定後の定例打合せ等をオンラインで実施するため、対応可能なWeb会議システムを記載してください。


（様式1－2）

リチウムイオン電池等の製造・販売事業者等と連携した回収体制構築実証事業
事業計画書

1．現在のリチウムイオン電池等の回収方法・処理状況
	①リチウムイオン電池等の排出方法・回収方法・周知方法・処理方法

	（作成注）リチウムイオン電池等を回収・処理している場合、製品からのリチウムイオン電池等の取り外しに関する指示内容を含めた周知方法や、収集区分を記載してください。また、回収したリチウムイオン電池等の処理方法及び直近年度の排出実績量（推計値でも可）を記載してください。






	②リチウムイオン電池等に起因する収集運搬車両・廃棄物処理施設における火災等の発生状況

	（作成注）年間の発生件数や発生している主な処理プロセス（破砕機の直後等）、火災等による施設等への影響について記載してください。また、火災等の原因と考えられる主な品目を記載してください。なお、「火災等」には、出火に至らない火花の発生、発煙等を含むものとします。






	③リチウムイオン電池等に起因する火災等防止のため現在実施している対策

	（例）住民へ適切な区分への排出を促すポスターの掲示、廃棄物処理施設への炎検知器の設置　等






	④現在のリチウムイオン電池等の回収・処理における課題（本事業へ応募する背景）

	（作成注）①～③を踏まえ、本事業へ応募する背景として、現在のリチウムイオン電池等の回収・処理において認識している課題について記載してください。






	⑤リチウムイオン電池等の収集・運搬・処理にかかる費用

	（作成注）リチウムイオン電池等を回収・処理している場合、収集・運搬・処理、各工程に係る年間の費用の総額をそれぞれ記載してください。







（作成注）記入欄は適宜広げていただいて構いません。1．の内容でA4用紙1～2枚で記載してください。

2．事業実施概要
	①本事業の目的

	（作成注）1．を踏まえ、本実証事業を通じて達成したい事項を記載してください。





	②本事業における対象の概要について

	（作成注）本実証事業の対象の概要として、当てはまるものを選択ください。その他の場合はその内容を記載ください。
連携先：□製造事業者　□販売事業者　
回収方法：□常設の回収拠点設置　□定期的な回収機会の設定　
その他：




	②－1本事業における具体的な実施内容

	（作成注）公募要領の実施要件（①～③）に対応する内容として、製造・販売事業者等と連携した回収体制の構築、連携回収実施に当たっての課題整理・方策検討（住民の適切な分別による排出への協力を促すための効果的な周知方法を含む）、リチウムイオン電池等の発火事故防止のための安全対策の整理等について、既存の取組との差別化や工夫した点を含め、実施内容を具体的に記載してください。回収体制の運用を少なくとも2～3か月程度の期間において実施することを前提に、その内容が分かるよう記載してください。









	②－2製造・販売事業者等との連携体制

	（作成注）製造・販売事業者等との連携体制について、想定する連携先、役割分担、協力事項等を具体的に記載してください。また、本実証事業で回収する品目及び回収範囲（自社製品、その他製品等）と回収拠点場所をできるだけ具体的に記載してください。





	②－3連携体制の構築状況及び実現可能性

	（作成注）製造・販売事業者等との連携体制について、応募時点における調整状況（例：合意済、調整中等）、未確定の事項及びその内容、今後の対応（進め方・スケジュール）について具体的に記載してください。





	②－4経費との対応関係

	（作成注）経費内訳書（様式1-3）に計上した費用について、②－1、②－2、②－3のどの内容に対応するか分かるように記載してください。





	②－5回収したリチウムイオン電池等の収集運搬・引渡先事業者

	（作成注）本実証事業で回収したリチウムイオン電池等の収集運搬や引き渡しを予定している事業者名及び実施に当たって必要な許認可の保有状況を記載してください。



	③効果検証の方法

	（作成注）リチウムイオン電池等の回収量、費用・運用負担（費用効率性の観点を含む）、住民の回収拠点利用状況、回収方法の安全性、回収したリチウムイオン電池等の処理方法・再資源化ルート等の効果検証項目について、測定方法、実証事業前後における比較方法及び評価・分析の考え方が分かるように記載してください。





	④事業実施後の取組計画

	（作成注）実証事業終了後の回収体制の継続について、運用方法、運営体制、必要経費及び費用負担の考え方を含め、実現可能性が分かるよう具体的に記載してください。また、現時点で想定される他自治体への適用方法等についても記載してください。





（作成注）記入欄は適宜広げていただいて構いません。2．の内容でA4用紙2～4枚で記載してください。

3．事業実施計画
	時期
	実施内容（予定）

	

	


	

	


	

	


	

	


	

	


	

	


	

	


	

	



（作成注）本実証事業で実施予定の内容について、予定実施時期を記載してください。効果検証を行うことを踏まえ、回収体制の運用を少なくとも2～3か月程度の期間において実施してください。記入欄は適宜広げていただいて構いません。

4．実施体制
	体制図・役割分担

	（作成注）市町村、製造・販売事業者等及び外部事業者について、意思決定体制、連絡体制及び役割分担（想定する委託内容を含む）が分かるように記載してください。
必要に応じて図表を貼付いただいて構いません。











	外部事業者
【調整中】

連携による
回収体制構築
必要に応じて
外注等
周知ツール・印刷等
製造・販売事業者等
業務支援
市町村





（様式1－3）

経費内訳書

1．本実証事業で必要となる費用　　　　　　　　　　　　　　　
単位：千円
	区分
	内容
	金額
（千円・税抜）
	備考

	委託費
	
	
	

	広報費
	
	
	

	消耗品費
	
	
	

	旅費
	
	
	

	謝金
	
	
	

	人件費
	
	
	

	その他
	
	
	

	計
	
	
	


※税抜の金額で記載してください。合計金額は原則として800万円（税抜）を上限としてください。
※委託費、広報費、人件費等の主要費目については、可能な範囲で積算根拠が分かるよう備考欄に記載してください。
※本実証事業の予算管理や実証運営に必要な費用の支払いは外部事業者が行い、事業期間終了後に事務局から外部事業者に対して、費用の総額を支払います。
※選定後、必要に応じて見積書等の提出を依頼する場合があります。

2．備考
	一部費目のみが対象となった場合の対応方針

	（作成注）計上した費用の一部のみが本事業の対象となった場合に、事業内容の変更有無、自己負担又は他財源による対応予定等を記載してください。










（様式1－4）

製造・販売事業者等及び外部事業者の情報

1．製造・販売事業者等の概要
	事業者名
	

	所在地
	

	代表者役職・氏名
	

	既存の取組状況
	



※リチウムイオン電池等の回収に関して、既存の取組があれば、その状況を簡潔にご記入ください。

2．製造・販売事業者等で本事業に従事する主たる担当者
	氏名
	

	所属・役職
	

	所在地
	

	電話番号
	

	E-mail
	



3．外部事業者の概要
	事業者名
	

	所在地
	

	代表者役職・氏名
	



4．外部事業者で本事業に従事する主たる担当者
	氏名
	

	所属・役職
	

	所在地
	

	電話番号
	

	E-mail
	


（作成注）記入欄は適宜広げていただいて構いません。1．2．3．4．の内容でA4用紙1～2枚で記載してください。なお、市町村において外部事業者の確保が困難な場合には、公募期間中に事務局から外部事業者の紹介を行いますので、公募要領をご確認の上、期日までに事務局メールアドレス宛に紹介希望の旨をご連絡ください。
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